
 

軽自動車検査業務電子情報処理システムの更改に係る PJMO 支援業務 

に関する企画競争の公示 

 

次のとおり、企画提案書等の提出を招請します。 

 

令和８年７月２１日 

 

軽自動車検査協会 

理事長 江角 直樹 

 

１． 委託業務概要 

（1）業 務 名  軽自動車検査業務電子情報処理システムの更改に係る PJMO 支援

業務 

（2）業務内容  調達仕様書のとおり 

（3）履行期間  契約締結日から令和 9 年 3 月 31 日（水）まで 

（4）予 算 額  66,000 千円（本件に要する一切の経費を含む（消費税等も含む）） 

 

２． 参加資格 

（1）令和７・８・９年度国土交通省一般競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供

等」の「A」等級に格付けされている者であること。 

（2）予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定に該当

しない者であること。 

（3）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法(平成 11 年法律 225 号)に基づき会社更生手続開始の申

立てがなされている者でないこと。 

（4）国土交通省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（5）次のいずれにも該当しないこと。 

① 役員（業務を遂行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずるものをいい相

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該法人・団体

に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上

の支配力を有するものと認められる者を含む。）が暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。）

第 2 条第 6 号に規定する暴力団員（以下暴力団員」という。）であると認められ

るとき。 

② 暴力団（暴力団対策法第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下この号に

ついて同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 



 

③ 役員等が自己、当該法人・団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした

と認められるとき。 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ていると認められるとき。 

⑤ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 

（6）東京都近郊に本社、支店等営業の本拠を有する者であること。 

（7）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

（8）自動車保有関係手続、または軽自動車保有関係手続のシステム設計・開発業務

（工程管理等の支援業務を含む。）の実績があること。 

（9） 税・手数料等の支払い手続き等に係る知識を有し、クレジットカード、二次元コー

ド等のキャッシュレス決済導入の支援業務等の実績があること。 

（10）全国規模（47 都道府県に 89 箇所の事務所・支所等があるため）のオンラインシ

ステムの整備・運用を行う組織に対する技術的支援、システムの要件定義、調達支

援業務、工程管理支援業務等の実績があること。 

（11）多数の公的機関とのシステム連携に関する工程管理支援業務、技術支援業務等

の実績があること。 

（12）相互牽制の観点、透明性及び公正性並びに確実な契約履行等を確保するため、

以下に該当する契約を締結した事業者ではないこと。 

項番 契約案件名 契約期間 

１ 基幹系 3 システムの更改に関する設計開発等業

務 

令 和 3 年 8 月 30 日 から 

令和 11 年 2 月 28 日まで  

２ 検査の高度化システム運用・保守 令 和 8 年 4 月 1 日 から 

令 和 9 年 3 月 31 日 まで 

３ 軽自動車検査業務電子情報処理システムの更改

に関する設計開発等請負業務 

令 和 8 年 5 月 1 日 から 

令 和 11 年 1 月 4 日 まで 

４ 軽自動車検査業務電子情報処理システム（検査

予約）の更改に関する設計開発等請負業務 

令 和 8 年 6 月 30 日 から 

令和 11 年 1 月 4 日まで 

５ 軽自動車手続ポータルサイトの設計・開発及び運

用・保守業務 

令 和 8 年 6 月 12 日 から 

令和 15 年 12 月 31 日まで 

 

３． 参加資格の確認 

 本企画競争の参加希望者は、参加資格を有することを証明するため、軽自動車検査



 

業務電子情報処理システムの更改に係る PJMO 支援業務企画競争説明書等必要書

類の配付時に次に掲げる書類を提出して、参加資格の有無について確認を受けること。 

（1）提出する書類 

  ・２．（１）の「競争参加資格の審査結果の通知書」の写し 

  なお、通知書の写しには、余白部に提出年月日を記入し、責任者（担当者）の記名

押印をすること。 

  ・２．（６）の事実が確認できる書面（会社概要（パンフレット等）） 

  ・２．（８）～（11）の事実が確認できる書面（契約件名等を記載した一覧表等） 

 

４． 説明書及び仕様書の配付 

（1）配付期間 

 令和８年７月２１日（火）～令和８年８月１０日（月） 

 （上記期間中、土曜日、日曜日、祝日を除く９時００分から１７時００分とする。） 

※説明書等の配付希望事業者は、事前に（２）の担当部署まで連絡をすること。 

（2）配付場所 

 〒１６０－００２３  

東京都新宿区西新宿３－２－11 新宿三井ビル２号館 15 階 

軽自動車検査協会 情報システム部システム企画課 担当：白橋 

TEL：０３－５３２４－６６２３ 

 

５． 企画提案書等の提出期限 

（1）提出期限 

令和８年８月１０日（月）までに提出すること。 

受付時間は、土曜日、日曜日、祝日を除く９時００分から１７時００分とする。 

（2）提出場所 

上記４．（2）と同じ 

（3）提出方法 

担当部署に持参又は郵送（書留郵便に限る。）又は信書便で提出すること。（提出期

限必着）なお、郵送の場合は、提出期限の１７時００分までに必着のこと。 

（4）説明会実施について 

なし 

（5）企画提案に関するプレゼンテーションについて 

提案書の内容を理解するため、提案書を使用してのプレゼンテーションを行う。 

・日時：参加者に別途連絡する。 

・場所：軽自動車検査協会 16 階会議室 

 



 

６． その他 

（1）企画提案書等の作成及び提出に関する費用は、全て提案者の負担とする。 

（2）提出された企画提案書等は、提案者の選定以外には使用しない。 

（3）非選定となった事業者の企画提案書等は後日返却する。 

（4）企画提案書等に虚偽の記載を行った場合、当該企画書等を無効とする。 

（5）提出期限以降における企画提案書等の差し替え及び再提出は認めない。 

（6）企画提案書等作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表・

使用してはならない。 

（7）この企画競争において使用する言語は日本語とし、通貨及び単位は日本国通貨

及び円とする。 

（8）提案が選定された者は、企画競争の実施結果、唯一最適なものとして選定したも

のであるが、契約手続の完了までは、協会等との契約関係が生じるものではない。 

（9）関連情報を入手するための照会窓口は４．（2）に同じ。その他の詳細は調達仕様

書による。 


